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幼稚園教諭等の人材確保への対応について
１．処遇改善
○ 幼稚園教諭や保育士等の処遇改善のため、令和6年度補正予算や令和7年度予算において、公定価格の見直し（10.7%の改善）や、私学助成の充実
（継続的な賃上げやキャリアアップ等への支援）などを実施
２．大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業（令和５年度～７年度）
○ 幼稚園教諭等の業務効率化に係る実証事業を実施、負担軽減効果の見える化を図るとともに、各施設が業務改善に取り組むための参考となる資料をとりまとめ
○ 大学等が拠点となり、地域イベント等を通じて、自治体や域内の幼稚園、団体等と連携しつつ、入学前からの現場の魅力発信、学生のキャリア観形成支援、
現職教諭の職場定着や離職者の円滑な復職支援等の総合的なキャリア形成支援を実施
○ 公共職業安定所（ハローワーク）のほか、自治体が独自に幼稚園教諭の職業紹介を扱う人材バンクを運営している事例もあるところ、令和７年度は、こうした
自治体独自の人材バンクと、養成課程を有する大学との連携を委託事業の公募要件とし、当該事業を通じて、地域全体の人材確保ネットワークを構築
３．幼児教育センターによる離職防止等に向けた取組
○ 令和元年度から令和６年度まで補助事業を実施し、幼児教育センターを整備。39道府県（令和７年４月）、97市区町村(令和5年度幼児教育実態調査)
が設置
○ 幼児教育センターの主な業務は、幼児教育施設に対する指導・助言、研修の実施、調査研究等であるが、自治体によってはこの中で、離職防止・復職支援に係る
研修等を実施
【取組例】
（道府県）
・ 幼児教育サポートチームによる訪問支援
→幼児教育センターに多職種からなるサポートチームを設置し、幼児教育アドバイザー等と連携し、保育者のメンタルヘルスケアへの支援等、園からのニーズに
的確に対応できるサポートメンバーを園へ派遣
（市区町村）
・ 内定者学生等支援研修
→内定者の不安を軽減できるよう、施設類型を超えた同期となる保育者との横のつながり作りや、先輩保育者との懇談の機会を提供
・ 幼児教育アドバイザー等の巡回支援
→産育休後の職場復帰者へ継続的な巡回訪問を行い、復帰後の保育者の支援
４．幼稚園教諭・保育士等の職の理解・魅力向上・入職促進に関する取組
○ 幼稚園教諭等の職の理解・魅力向上、入職促進を目的に、令和7年２月５日に都道府県教育委員会等を通じ、学校等に対して職業体験・出前授業等の
実施の紹介や受け入れの協力を依頼
○ 希望する学校等について、幼稚園をはじめとする保育関係団体による職場体験等を開催することで、将来的な志望者の裾野拡大に繋がることを期待
５．職業紹介事業者への対応
〇  職業紹介事業者については、その高額な手数料が問題になっているところ、厚生労働省では令和７年４月に職業紹介事業者に対する手数料実績のウェブサイト
での公表等を法令で義務付け
○ 幼稚園教諭等についても、園側が適正な職業紹介を受けることができるよう、厚生労働省・文部科学省・こども家庭庁の連名で、紹介事業者への注意喚起と園側
への情報提供を実施 1



保育士等の処遇改善

〇 保育士等の処遇改善については、令和5年人事院勧告を踏まえた対応を実施するとともに、民間給与動向等を踏まえた更なる処遇改善を進める。
〇 くわえて、費用の使途の見える化に向けて、事業者が施設ごとの経営情報等を都道府県知事に報告することを求めるとともに、報告された経営情報等

の分析結果等の公表を都道府県知事に求めること等を法定化する。

こども未来戦略（令和５年12月22日閣議決定）

〇令和６年人事院勧告を踏まえ、保育士等の公定価格上の人件費を＋１０．７％改善【経済対策】
〇処遇改善等加算Ⅰ～Ⅲについて、事務手続きの簡素化等の観点から一本化を検討
〇経営情報の見える化（保育所等が収支計算書や職員給与の状況等について都道府県に報告する仕組み）を法定化【令和７年４月施行】 2



 令和７年度予算額 12億円
（新規）

幼児教育の質の向上のための幼稚園教諭等の人材確保支援

事業内容
都道府県が、幼児教育の質の向上のために、幼稚園教諭等の人材確保を実施している私立幼稚園に助成を行う場合、
国が都道府県に対してその助成額を補助。

背景

①継続的な賃上げによる処遇改善
（教職員対象）

一般補助

②幼児教育の質の向上のための処遇改善
（教員対象）

教職員を対象とする継続的な賃上げによる処遇改善を行う私立幼
稚園の取組を支援するとともに、幼児教育の質の向上のための処遇
改善に取り組む私立幼稚園を支援することで、人材確保を図る。

背景説明 目的・目標
幼児教育の質の向上のためには、質の高い教職員を持続的
に確保することが重要であり、幼稚園教諭等の処遇改善等に
取り組むことが必要。

※②については、①を実施している園を対象として、中核リーダー・専門リーダー・若手リーダーとなる教員の発令や専修免許状・一種免許状への上進に対する処遇改善を支援。

以下の処遇改善を実施している私立幼稚園を補助。
① 継続的な賃上げによる処遇改善の実施
② ①に加え、教員のキャリアアップやマネジメント力の強化等を目的とした幼児教育の質の向上のための処遇改善の実施

補助対象の範囲

一般補助を
増額補正

補助対象の範囲 国庫補助のメニュー 負担割合

支
援
①

教職員を対象とした継続的な
賃上げによる処遇改善

継続的な賃上げによる処遇改善に対する
 都道府県補助の一部 国

1/4

都道府県
1/4

園
1/2

支
援
②

①の実施に加え、教員を対象
とした研修による技能の習得
を
通じたキャリアアップや免許の
上進を踏まえた処遇改善

○中核リーダー・専門リーダー
40,000円（月額）

○若手リーダー
5,000円（月額）

○専修免許状・一種免許状への上進者
5,000円（月額）

※月額は全て上限額であり、上記処遇
 改善に対する都道府県補助の一部

※その他、専修免許状（新規）・一種免許状の取得の促進についても支援。 3
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大学等を通じたキャリア形成支援による
幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業

○ 幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上の根幹を成す幼稚園教諭等の
人材については、養成校生の多くが他業種へ就職する、平均勤続年数が少ない、
離職者の再就職が少ないなど、人材の需要の高止まりに供給が追い付いていない。

○ より多くの人材が幼児教育の道を志し、継続的に働き続けられる職場環境の中で
体系的に資質能力を向上させていけるよう、また、幼稚園教諭免許状保有者が円
滑に復職できるよう、総合的なキャリア形成支援の取組を実施する必要がある。

背景・課題

① 「職」の魅力向上のための園務改善実証事業
教育活動に集中できる職場環境整備に向けて、⺠間事業者等の専⾨的な知⾒を得つつ、
幼稚園教諭等が日々行う業務を効率化する実証事業を実施し、負担軽減効果の見える
化を図るとともに、業務改善を志向する園に対してアプローチの参考となる資料を取りまとめる。

② 大学等を拠点とする「職」の魅力発信モデル事業
地域の幼児教育人材の育成を担う大学等が拠点となり、地域イベント等を通じて、自治
体や域内の幼稚園、団体等と連携協働しつつ、地域における人材輩出のネットワークを形
成し、入学前からの現場の魅力発信、学生のキャリア観形成支援、現職教諭の職場定着
や離職者の円滑な復職支援等の総合的なキャリア形成支援を行う。これまでの事業の課題
や成果も踏まえつつ、地域の未来を担う幼児教育人材の確保・定着を推進する。

事業内容

事業規模

民間事業者等

大学等

3,000万円 １団体
1,300万円 ５団体
1,900万円   １団体（免許法認定講習事例に関する調査及び普及・啓発）

中高生
幼児教育の現場の魅力発信

職業イメージの形成

養成校生
保育者としてのキャリア観

の形成支援
園とのマッチング支援

現職教諭・離職者等
現職教諭のキャリア形成
免許法認定講習

円滑な復職に向けた支援

令和7年度予算額 1.2億円
（前年度予算額 1.3億円）

有効求人倍率の推移（年平均）

H29 R5

全職種 1.35 1.19

幼稚園教諭 1.66 2.49

保育士 2.47 2.67

R4年度 幼稚園教諭
離職者の年齢

30歳
未満
58%

他

（１団体が園務改善の調査研究及び
 ５大学等の事業を総括することを想定）

人材確保・定着

「職」の魅力向上・発信

幼稚園等

園務改善に係る効果実証
負担軽減効果の見える化

自治体

域内の他大学幼稚園団体
拠点

幼稚園等
28%

それ以外

R5年度幼稚園教諭
免許取得学生の就職先

※就職人数／免許取得件数

幼稚園教諭等の勤務環境
に係る調査、教員の負担軽
減となる好事例集を展開

R5調査結果も踏まえ、園
の課題に応じた業務改善に
係る効果実証事業を開始

実証事業を踏まえ、各
施設が業務改善に取り組む
ための参考となる資料を作
成

令和5年度 令和6年度～ 令和7年度

好循環

地域との連携・協働

事業開始年度 令和５年度～

委託先 4



事業概要

令和６年度「大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の『職』の魅力向上・発信事業」

「幼児教育の『職』の魅力向上と人材確保の好循環を生み出すモデル創出事業」について

今後に向けた示唆

○他団体との連携の重要性
モデル創出事業において自治体や地域の教育機関との連携が成果を上げた事例が多く見られたことから、
大学単体で事業を実施するだけではなく、養成課程を持つ大学を中心とし、地域自治体・教育委員会・
他大学等との連携体制を整え、それぞれがもつ人材データやリソース等を活用することの重要性が示された。

○複数取組の総合的な設計
養成校生とOB・OGとの交流会では、教育実習の経験のない２年生に対しては安心して教育実習に臨む
ことができるようにすることを、教育実習を経験した３年生に対しては教育実習の経験を肯定的に捉え、幼
稚園教諭等への進路につなげることを目的とするなど、参加者ごとに交流会の目的を変えて実施した。また、
養成校生向けの教育実践では、２度の教育実践の前後にワークショップを設け、ワークショップで学んだこと
を活かして教育実践に参加するなど、取組同士の有機的な繋がりが見られた。このように同じ学生に対し、
年間を通して複数の取組を通してアプローチを行うことの有用性が示された。

○養成校としての人材確保に向けた体制構築
養成校として人材確保の取組を進めるにあたっては、他⼤学や⾃治体との調整や広報面での発信に関し
ては、⾼⼤連携⽀援室の他、⼊試・広報センター、地域連携センター等も主体となり、現役⽣の就職活動
や離職者対応に関しては、進路⽀援センターが主体となる等、養成校内の複数組織が連動した体制の構
築が重要であることが示された。

○養成課程を持つ大学等が拠点となり、小中高生への幼児教育の現場の魅力発信、学生・卒業生の
キャリア支援や、離職者等が現場に復帰するための支援等を行うモデルを創出し、効果的なキャリア支
援の在り方や、幼児教育の魅力発信のアプローチ方法について検証を行った。

○8大学全体の取組を通し、のべ約6000人へ幼児教育の「職」の魅力を発信した。
・小中高生…のべ約3600名  ・養成校生…のべ約1650名
・現職者・離職者…のべ約800名  ・保護者…のべ約50名

○各大学等の取組において特筆すべきものについて事例集として整理し公表した。
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取組例

令和６年度「大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の『職』の魅力向上・発信事業」

「幼児教育の『職』の魅力向上と人材確保の好循環を生み出すモデル創出事業」について

【03】 國學院大學 【04】 東京学芸大学
４年制大学の強みをもとに、OB/OGや養成校教員も巻き込んだ多層的なつ
ながりや、関係者同士の対話の機会を主軸においた取組を実施。

幼児教育に対する高い専門性を備えた研究者・教育実践者・付属校・付属
園との連携のもと、職務意欲や職務継続率の向上につながる事業を実施。

●OB・OG向けホームカミングデー・研修
●中学生向け家庭科授業と交流体験研修・講演会 職場体験
【概要】
• 付属中学校にて、幼稚園教諭を特別講師とした家庭科授業を実施。
• その後、中学生と幼児が実際に交流する機会（授業）を実施。
【成果】
• 参加した中学生の約5割が、自身の幼少期を
振り返りながら受講したことで、幼児や幼児教
育職へのイメージアップや興味関⼼の芽⽣えに
つながったと回答。

• 事前に授業を実施したことで、幼児だけでなく
幼稚園教諭等の仕事に関する感想も散見さ
れた。

【概要】
• 現職幼稚園教諭等のOB・OGを中心に、職種別研修と茶話会を実施。
• 「音楽的表現活動」「保育の質・保護者支援」を切り口とした研修を実施。
• 計2回、計36名の現職者が参加。
【成果】
• 参加者の9割以上が「満足」と回答。
• 母校での研修実施は、現職者にとって参加の
ハードルが低く、また教員やOB/OG同士で交
流をすることで、学びなおしや「職」の魅力の再
認識の機会となる。

【01】 札幌国際大学・札幌国際大学短期大学部 【02】 和洋女子大学
地域内で連携体制を組んで事業を実施。地方地域における幼児教育職の
魅力を伝える取組を実施。

従来の大学単独の取組のみでなく、自治体、幼稚園と地域社会との連携を強
化し、幼稚園教諭等のライフステージを踏まえた事業を展開。

●幼児教育ICT講座、わくわくさんの工作体験教室 ●自治体と連携した就職マッチング支援
【概要】
• 講師として教育現場でのICT活用の研究者やわくわくさんなどを招き、幼児
教育を豊かにするICTの活用方法に関するワークショップを計2回開催。

• 中高生（35名）、養成校生（6名）、現職者（67名）が参加。
【成果】
• 両イベントにおいて、参加者の9割以上が
「今後もイベントに参加したい」と回答。

• 実際の幼児教育現場において活用・実践が
可能であったり、新たなアイデアが得られたりす
るようなイベントが、中高生の幼児教育・保育
の職に対する興味・関心を増し、現職者の幼
児教育職への意欲増進につながるという示唆
が得られた。

【概要】
• 市内の関連団体との協働で、幼児教育団体の合同就職説明会を開催。
• 養成校生・現職者・離職者など計81名、全30団体が参加。

【成果】
• 参加した養成校生からのアンケート回答では、「複
数の園の情報を見比べられてよかった」「どの園が自
分に合っているのかを考えた」との声がみられた。

• 既存の協力体制・イベントを活用した幼児教育職、
かつ特定の地域にフォーカスした就職活動支援モデ
ルを提示した。

ICT・デジタル活用
就職支援

地域連携
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取組例

令和６年度「大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の『職』の魅力向上・発信事業」

「幼児教育の『職』の魅力向上と人材確保の好循環を生み出すモデル創出事業」について

【07】 大阪キリスト教短期大学 【08】 鳴門教育大学
産官学連携型の幼児教育業界を持続可能とするための成果創出の方法を
検討。また、他養成校への共有を前提としたeラーニングコンテンツ等を制作・
検証。
●教育ICTに関するeラーニングの開発、発信 ●令和5年度作成パンフレットを活用した出前授業

令和５年度の制作物を活用し、検証・改善を実施。特にメタバースの活用に
ついて、どのようなアプローチが有効/有効でないのか明確化。

ICT・デジタル活用
出前授業

【概要】
• オープンキャンパス等での模擬授業、高校や他大学での出前授業、現職者
向けシンポジウム等を実施。

• 計318名の小中高生・養成校生・現職者が参加。
【成果】
• 9割以上の参加小中高生が、幼稚園教諭等
の具体的な仕事を理解するきっかけとなったと
回答。

• 幼稚園教諭等を「仕事」や将来の進路として
認識する機会創出ができた。

【概要】
• 幼児教育現場での生成AI活用方法等に関するe-ラーニング教材の開発・
幼稚園教諭等に対する研修を実施。

• 約100名の現職者が研修に参加。
【成果】
• 9割以上の参加者が「業務に生成AIを活用
できる機会が増えそう」「新しいアイデアを得られ
た」と回答。

• 業務改善以外の、学びのためのICT活用方法
を広く展開していく基盤構築モデルとなった。

【05】 大阪青山大学 【06】 大阪教育大学
令和５年度の各取組のブラッシュアップを中心に、高校生や幼稚園教諭等と
関わる取組を通して、養成校生が幼児教育職の重要性を再認識・発信。

年齢や所属養成校に限定されないネットワークを形成し、就職後も助け合え
るような関係値構築を想定した広域的な事業を実施。

●小学生向け夏休み講座「かけっこ教室」 ●遠方高校への出前授業・相互交流教育・保育実習
出前授業

【概要】
• 実習前の養成校生が「遊びを通した学び」を企画、幼児や小学生と交流。
• 計29名の幼児・小学生・保護者が来場、4名の養成校生が参加。
【成果】
• 養成校生・来場した保護者へのアンケートにて、共に

9割以上が「よかった」と回答。
• 実習前の養成校生が幼児と関わる機会（イベント）
は、養成校生のモチベーション向上に寄与する。

• 副次的に、保護者への幼児教育職のイメージアップ
につながった。

【概要】
• 複数の養成校が連携し、「保育系列」コースをもつ高校への出前授業・交流
会等を計3回実施。

• 計64名の高校生、計21名の養成校生が参加。
【成果】
• 対象とした高校にて、総合学科生徒の「保育系列」コー
スへの志願者が増加。

• 複数の養成校が連携し、養成校生や現職者等の多層
交流や、特定の高校へのはたらきかけ等を実施するモデ
ル創出への示唆が得られた。

地域連携
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幼稚園教諭・保育士・保育教諭の職の魅力向上・入職促進について（協力依頼）
（令和７年２月５日事務連絡）
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